様式第１号（第５条第１項関係）

令和　年度　いばらきの抹茶産地育成事業実施計画承認申請書兼補助金交付申請書

番　　　号
年　月　日

茨城県知事　殿

事業実施主体名　　　　　　
代表者名　　　　　　


令和　年度において事業を実施したいので、いばらきの抹茶産地育成事業費補助金交付等要綱第５条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて計画の承認を申請する。
また、併せていばらきの抹茶産地育成事業費補助金○○○円の交付を申請する。


（注）関係書類として、様式第１号別添及び添付資料を提出すること。









様式第１号別添


いばらきの抹茶産地育成事業
実施計画書

事業実施年度：　令和　　年度　　　　　　　　　　　　　　
事業実施主体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市町村名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１　産地概要
１　事業実施主体の情報
	事業実施主体名
	
	所在地
	

	代表者　職名・氏名
	
	電話番号
	

	事業担当者　職名・氏名
	
	メールアドレス
	



２　茶の生産状況
	茶種名
	現　状（令和　年度）
	事業実施年度（令和　年度）
	目　標（令和　年度）
	備　考

	
	栽培面積（a）
	生産量（ﾄﾝ）
	栽培面積（a）
	生産量（ﾄﾝ）
	栽培面積（a）
	生産量（ﾄﾝ）
	

	てん茶
	
	
	
	
	
	
	

	煎茶
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	


注：「生産量」の欄は、荒茶の生産量を記入すること。

３　受益生産者数及び受益地の状況
	合計
	
	
	

	
	うち事業実施主体
	その他

	生産者数（人）
	受益地面積（a）
	生産者数（人）
	受益地面積（a）
	生産者数（人）
	受益地面積（a）
	備考

	
	
	
	
	
	
	


注１　「生産者数」の欄は、農事組合法人の場合は、その組合員を受益農業従事者とする。農事組合法人以外の農地所有適格法人は、その構成員であって農業に150日以上従事する者を受益農業従事者とする。
２　「その他」の欄は、事業実施主体との生葉買取契約等に基づき生葉の出荷を行うことで、長期にわたり本事業を実施することによる益を受けることが見込まれる生産者について記入すること。

第２　事業の実施内容
１　事業計画総括表
	事項
	事業量
（面積、性能、台数　等）
	事業費（円）
	負担区分（円）
	備考

	
	
	
	県補助金
	自己負担
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


注１　「備考」の欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち県費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。

２　事業目的及び事業内容
（１）事業目的
	





（２）事業内容
	事業内容
	総事業費
	
	
	
	竣工予定日
	費用対効果分析
	備考

	
	
	県補助金
	自己負担
	その他
	
	
	

	



	円

	円

	円

	円

	令和　年
　月　日
	
	


注１　「事業内容」の欄は、合計及び導入予定の機械・施設ごとに記入すること。
２　「費用対効果分析」の欄には、要綱別記により実施した費用対効果分析による「投資効率」の値を記入すること。
３　「備考」の欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち県費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。
４　事業を行うにあたり、補助金対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部について融資を受ける場合には、備考欄に「融資該当有」と記入の上、第３の３に詳細を記入すること。

３　成果目標及び加算ポイント
	分類
	達成すべき成果目標
及び加算の取組
	成果目標の内容
	目標値の考え方
	事業実施後の検証の方法
	ポイント

	
	
	現状値
（令和　年度）
	目標値
（令和　年度）
	実績値
（令和　年度）
	
	
	

	必須
	てん茶（荒茶）を２ｔ以上生産
	
	
	
	
	
	

	選択：
	
	
	
	
	
	
	

	加算：
	
	
	
	
	
	
	


注１　「達成すべき成果目標及び加算の取り組み」欄には、要綱別表２の「達成すべき成果目標」及び分類「加算」の取組名を省略せずに記入すること。
２　「実績値」欄は、実施状況報告時に記載すること。

４　事業実施予定場所
	施設名
	導入予定場所
	面積
	用地の取得状況
	備考

	
	　　　市
　　　町　　　　　番地
　　　村
	用地面積　　　　　　㎡
建築面積　　　　　　㎡
延床面積　　　　　　㎡
	
	



５　事業完了予定　　令和　　年　　月　　日

第３　収支予算
１　収入の部
	区　分
	本年度予算額
	前年度予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	県補助金
	円

	円

	円

	円

	

	事業実施主体
	円

	円

	円

	円

	

	その他
	円

	円

	円

	円

	

	計
	円
	円
	円
	円
	



２　支出の部
	区　分
	本年度予算額
	前年度予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	
事業費
工事費
建設工事費
製造請負工事費
機械器具費
実施設計費
工事雑費
	円

	円

	円

	円

	

	計
	円

	円

	円

	円

	




３　融資の内容
	担保に供する
物件名
	補助金の交付を受けて整備する物件を担保に供し、金融機関から融資を受ける場合の融資の内容

	
	金融機関名
	融資名
（制度・その他）
	融資を受けようと
する金額
	償還年数
	そ　の　他

	
	○金融公庫
	○○資金
	○○○○円
	○年
	

	
	○農協
	○○資金
	○○○○円
	○年
	

	
	
	
	
	
	



４　補助金の受領方法（次のいずれかに○印をつけること）
（１）直接払
（２）隔地払
（３）口座振替払
	払 込 先 銀 行 名
	　　　　　　　　　銀行　　　　　　　　　支店

	預金種目・口座番号
	１普通　　２当座　　３その他(　　)　口座番号

	（ フ リ ガ ナ ）
口  座  名  義
	




第５　添付資料
・概算設計書、見積書等、事業費の積算根拠となる資料		・費用対効果分析（別記様式）
・施設の規模算定根拠						・施設の能力の詳細（カタログ等）
・位置、配置図、平面図						・施設の管理運営規程
・その他知事が必要と認める資料
